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1．問題の所在
　1980年代までは大企業の優越が既知のものとされ、大企業が採る戦略としては多角化戦略、それを
実行するための組織としては事業部制、これが黄金の方程式（市場→多角化戦略→事業部制）であっ
た。こうした状況の中で経営学では、マイケル・ポーターやオリヴァー・ウィリアムソンが有力な学
者となり、経営史ではアルフレッド・チャンドラーが圧倒的な説得力を持って隆盛を誇っていた（1）。
ところが1980年代以降、市場環境が劇的に変わり、企業の戦略や組織のあり方に大きな変化が訪れた。
パソコン、インターネットの普及、社会主義の崩壊を含むグローバル化の進展といった市場環境の激
変、多角化戦略に代わって「選択と集中（refocusing）戦略」の登場、事業部制の変革、こうした大
変化が起こった。こうした動きのなかでポーターやウィリアムソンは、なぜかそれ以降もあまり凋落
していないように見えるが、経営史の世界ではチャンドラーにたいする批判が続出している（2）。
　チャンドラーによる経営発展のプロセスに関する理解は、アダム・スミスの「見えざる手」（市場）
から、「見える手」（組織）への進化であった。企業家のみを経済活動の主体とし、労働力、原材料、
機械は購入される存在であり、企業はいわば「点」である市場経済から、従業員も重要な人的資源と
して存在する「階層組織」（hierarchy）をもつ大企業への発展である。そこでは、「規模の経済」「統
合の経済」「範囲の経済」を活用し、大規模に生産・流通・マネジメントへの「三又投資」を行う巨
大企業のみが、イノベーションの担い手であり、経済全体の牽引車であった。そうした事例としては、
GM、　IBM、　GE、　ATT、スタンダード・オイル（エクソン、モービル）、シアーズ、デュポン、　P＆
Gなどの大企業があった。
　しかし、1980年代以降の、今なお健在な優良大企業もあるが（P＆G、エクソン・モービル）、チャ
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ンドラーが賞賛したGM、　IBM、　ATT、シアーズは、一度は苦境に直面し倒産したか、倒産寸前に
まで立ち至った。またデュポンも健在ではあるが、かつてほどの勢いはない。これに対して、デル、
マイクロソフト、インテル、アップル、グーグル、フェイスブック、シスコ・システムズ、サン・マ
イクロ、セレクトロン（Selectron）、フレクストロニクス（Flextronics）などの、目覚しい新興企業
（start－up　firms）の登場がある。
　こうした状況をどのように解釈するか、また1980年代以降、アメリカ経済復活の原動力の一つとなっ
たシリコンヴァリーなどの地域的な産業集積をどのように位置づけるか、こうした点で、チャンド
ラー・モデルでは近年の状況を説明することはできないとの批判が沸き起こった。垂直統合・多角化
した巨大企業に代わって、むしろ専業化した相対的に小さな企業が、ネットワーク経済を活かして、
経済全体の推進力になっているとの理解である（3）。
　このネットワークという考え方は多義的であり、シリコンヴァリーのような地域経済、デル、ウォ
ルマートのようなSCM（supply　chain　management）、日本のケイレツ、ファブレス・ファウンドリー
（EMS＝electronics　manufacturing　system）、　SPAなどをも含む。ここにおいて、（階層組織を持つ）
企業とは何か、特に市場と企業との境界（boundaries　of　market　and　firm）はネットワークの中でど
のように解釈されるべきかという問題が登場した。
　以下では、チャンドラー・モデルを基礎に行論を進めながら、チャンドラー・モデルの限界を指摘
し、21世紀の新しいビジネス・モデル、言い換えればポスト・チャンドラー・モデルを探求すること
にしたい。
2．企業と組織の連関
　繰り返しになるが、市場と企業、あるいは市場と組織という場合の市場とは何か、企業とは何か、
という問題がある。市場と対比して、「企業」がなぜ出現するのか、というのが、ロナルド・コース
の問いであった（4）。もちろん、市場にも「企業」は存在する。ただし、その企業とはいわばワンマン・
カンパニーであって、企業家が一人いて、労働者は、原材料や機械設備、建物などと同じように、労
働力として購入され、対価として賃金を支払われる。ここでは、企業家が意思決定の唯一の主体であ
り、他は客体に過ぎず、「組織」（人間と人間との規律的な関係）はない。コースによれば、取引コス
ト（この言葉も一義的ではないが、さしあたり情報コスト、危険コストとして捉えられる）の節約の
ために、「組織を持つ企業」が登場する。ここで、市場対企業という図式ができあがる。取引コスト
（transaction　cost）が減少する場合に企業が登場するが、逆に取引コストがあまり減少しない場合、
あるいは組織化コスト（organizing　cost）が増大する場合には、企業は出現しない。
　企業と市場とのこの関係は、見えざる手（市場）対見える手（企業）というように言い換えられる。
ただし、厳密には階層組wa　＝企業というべきであって、前述のとおり、市場における企業は企業家と
いう「点」である。企業とは、海洋（市場）における島であるという比喩もよく使われる。
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図1　市場と組織の諸形態
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　チャンドラーは、コースのような「新制度学派」の流れのなかで、またマックス・ウェーバー、タ
ルコット・パーソンズのような社会学（組織論）、シュンペーターの企業家論、さらにはハーバード・
ビジネス・スクールの経営管理論の影響を受ける中で、独自のモデルを作り上げた（5＞。
　彼のモデルに関しては、安部の一連の著作（6）などを参照してもらうことにして、本稿では、市場
と企業に加えて、ネットワークをどのように位置づけるかということを問題にしたい。ただしその前
に、組織（経営階層組織managerial　hierarchy）を通じた管理的調整（administrative
coordination）、あるいは市場による調整（coordination　through　market）について説明しておく必要
がある。
　チャンドラーやウィリアムソンは、経営階層管理組織を2種類に区別している。集権的管理組織を
U－form（unitary　form）、分権的管理組織（＝事業部制）をM－form（multidivisional　form）と呼ん
でいる。19世紀末にアメリカで大企業が発展した際の組織タイプが、Uフォームであった。　Mフォー
ムは、1920年代に、多角化戦略の導入により、まずデュポンにおいて、次いでGMで導入された。
第二次大戦後、Mフォームがアメリカ企業の中心的な管理組織となっていくことになる。
　今井賢一・伊丹敬之の主張するところでは、組織と市場には、それぞれ原理と構造（彼らの用語で
は「場」）が区別される。市場原理、組織原理というメカニズムと、市場という構造、組織という構
造が考えられる。これを筆者なりに図示すると、図1のようになる。左端に市場、右端に内部組織と
いう構造があり、左端で市場原理が最も強く、右端で組織原理が強い。構造としての組織でも市場原
理は作用するし、構造としての市場でも組織原理は作用するという「相互浸透」の世界である（7）。
　市場原理（プライス・メカニズム）が最も強く作用する左端（市場）では、スポット市場的な構造
ができあがる（ただし強調しておきたいが、純然たる市場でも、交換の結節点としての取引所という
組織が存在したのが歴史的な真実であり、また理論的にもワルラス的世界の特徴であった）（8）。組織
原理が最も強く作用する内部組織（階層組織）では、市場原理は相対的に弱い（国有企業、計画経済
は除く）。しかし、規模の経済、統合の経済を活用している場合はUフォームでよいが、範囲の経済
を活用すべく多角化戦略を採用し、製品種類が増加すると、組織化コストの膨脹により独立採算制を
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基礎とする事業部制を導入せざるを得ない。これは、部分的な市場原理（内部取引価格）の導入であ
る。したがって、Mフォームは、　Uフォームよりも左に位置することになる。
　大企業の内部組織としてUフォームとMフォームは存在するが、法的には別の企業となる持株会
社・子会社・関連会社関係も存在する。この持株会社タイプは、内部組織よりもさらに市場原理が強
く作用している。アメリカでは、持株会社（これはHフォームと呼ばれる）が独占禁止法で違法と
される可能性が高かったために、持株会社の採用は活発ではなかった（9）。そのために、事業部制設
置への積極的な誘因が与えられたとされる（チャンドラー・パラドクス）。
　これに対して、ヨーロッパ、とくにイギリスでは持株会社の設立は法的制約がなく、実際に巨大企
業を設立するために積極的に活用された。ただし、イギリスの持株会社は緩やかな（loose）な結び
つきであり、コントロールは弱かった。これに対し、日本でも財閥に見られるように、戦間期には活
発に持株会社が設立され、しかもそのコントロールは緊密（tight）であった。一般的に、イギリス
の持株会社はルースであったために効率的ではなく、日本はタイトであったために効果的であったと
される。財閥は、第二次大戦後に企業グループへと変容したが、これもある種の組織タイプである。
企業グループは持株会社形態を取っていないので、水平的グループ（水平ケイレツhorizontal
keiretsu）と呼ばれる。これに対して、事業会社を基礎として成立した企業グループは、縦のケイレ
ツ（vertical　keiretsu）と呼ばれる。これは、戦前期の財閥と同様に、業種の広がりを別にすれば、
タイトなコントロールを行う持株会社である（10）。
　また、さらに市場原理が強いタイプとしてカルテルがある。アメリカでは、カルテルは独占禁止法
のごく初期を除き、不公正競争を行うものとして明確に違法とされた。また独占禁止法以前でも単な
る紳士協定であったので、しばしば遵守されず、実効があがらなかった（ルースなカルテル）。しか
しながらドイッでは、業界協調を優先し、「過当競争」を避けるためにカルテルは合法であり、かつ
カルテル協定を遵守させるためにカルテル法廷も設置されていた（タイトなカルテル）。このカルテ
ルは、完全な内部組織ではなく、また準内部組織でもある持株会社による親・子会社関係でもなく、
純然たる企業間関係ではあるが、ある種の管理的調整を行っていたといってよい。
　日本でも戦前から、また独占禁止法の導入された戦後でも、不況カルテルや合理化カルテルとして、
盛んにカルテルは利用されてきた。またイギリスでは、カルテルは違法ではなかったが、紳士協定に
過ぎず、実効はあがらなかった（独占禁止法導入以前のアメリカと同様）。
　市場取引の極限的な形態は、取引所を通じだスポット取引である。ここでは、匿名的な売り手と買
い手が互いに価格を基準に取引するプライス・メカニズムが支配している。証券市場、石油市場、小
麦、大豆などの農産物商品市場、金・銀などの貴金属市場、海運市場などがこの領域に属している。
ただし、先に述べたように、取引所という組織は市場経済にとって必須と言ってもよい。
　しかし、商品特性からして、アフター・サービスやメンテナンス、取引の繰り返しが重要な産業で
は、1回限りの取引（one－off　transaction）や短期取引よりもむしろ数年単位の長期取引が選択され
る（ホールドアップ問題の発生）。アセンブラーへの自動車部品などの供給はその際たるものであろう。
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また耐久消費財のような完成品、あるいは機械設備においても、数年、あるいはそれ以上の長期にわ
たって使用するものは、アフター・サービスを通じたBtoB、BtoCの継続的な関係が重要である。
これも一応「市場」ではあるが、スポット市場とは異なり、「長期的な繰り返し取引」がキー概念と
なる。
　アメリカやイギリスでは、自動車部品取引においても短期的な傾向が見られるが、これに対して日
本やドイッでは、同種の製品についても、長期的な取引関係が見られる。さらに日本では、長期的な
取引関係を堅実なものにするために「ケイレツ」の形成が見られた。トヨタ、日産、ホンダなどの自
動車サプライヤーのケイレッと、パナソニック、東芝、日立などの電気部品のサプライヤー・ケイレ
ッが有名である。さらにこうした後方ケイレッに対して、ディーラーなどの前方ケイレツも形成され
た。トヨタ、日産、ホンダのディーラー・ネットワーク、パナソニック、東芝、日立などの専売店ネッ
トワークは日本のケイレツとして、独自の特徴を持っている（11）。化粧品の分野においても、資生堂
のヴォランタリー・チェーンなどが日本の特徴とされる。
　以上のような固定的な長期取引、カルテル、ケイレッはかつて中間組織と呼ばれた。中間組織論の
誕生である。しかし、中間組織というような曖昧な呼称ではなく、このタイプを、市場と組織に対す
る第3のタイプとして、積極的にネットワークとして位置づけようとする動きもあった（12）。この場
合は、図1のような直線ではなく、トライアングル構造になる。
　しかし、筆者は市場原理と組織原理の相互浸透（取引コストと組織化コストの大小）という視点か
らすると、中間組織としてネットワークを考えるほうが妥当であると思う。そこでネットワークとい
う言葉を用いるが、中間組織としてのネットワーク（Nフォーム）と考える。ちなみに、Sフォーム
は、シンプルな、単一事業単位、単一一wa能を有するタイプであって、市場における「点」企業と考え
てよい。
　チャンドラーにとって、管理的調整はNフォームをも含むものであったが、やはり管理的調整の
中心は、階層組織を有する内部組織たるUフォーム、Mフォームであった。　Hフォームは、アメリ
カではあまり用いられず、その典型であるコングロマリットはアメリカ経済を発展させるものではな
いとの観点から、チャンドラーはこれに批判的であった。しかし、最近では、サポーティング・ネク
サスなどの視点から、Nフォームに関しても、積極的に評価していたし、ドイツのカルテル、日本の
戦前期の財閥に関しても、またトヨタのサプライヤー・システムなどに関しても、管理的調整の一種
として、チャンドラーは肯定的であった。
　しかし、チャンドラーが明確に注視できなかったものとして、水平的ネットワークがある。シリコ
ンヴァリー、第3のイタリア、日本の大田区、東大阪などの地域水平ネットワークである。むしろ、
こうした地域の説明としては、チャンドラーよりもアルフレッド・マーシャルの地域産業集積論が、
1980年代以降、脚光を浴びた（13）。チャンドラーは、長期的に見れば大企業にならなければこうした
ハイテクベンチャーも生き残れないとして、インテル、マイクロソフト、グーグルなどを新たな種類
の新興企業としては、従来の大企業から区別しない。しかも、かつてのIBMやGMが凋落した原因を、
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たんに「三又投資」のロジックに忠実でなかったからであるとして、積極的には追究していない。し
かし、インテルやマイクロソフトなどの新興企業は、従来の産業特性ではなく、新たな産業特性・製
品特性に基づいて、統合（integration）ではなく、むしろ脱統合（disintegration）、専業化（specialization）、
垂直的特化（vertical　specialization）、企業特化（corporate　specialization）、脱コングロマリット
（deconglomeration）の戦略を採ることによって、巨大化し大企業となったのであって、従来型の「三
又投資」による大企業とは異なっている（14）。この点に関しては、後述する。
　以上で、図1の概略を説明したが、国有企業、計画経済についても触れておこう。1989年のベルリ
ンの壁崩壊、それに続くソビエト連邦の解体、市場経済への移行によって、計画経済は非効率であり、
国民の豊かな生活を保証しえないことが明らかになった。こうした計画経済の中軸を担っていたのが、
国営企業、国有企業であった。こうした計画経済の崩壊と時を同じくして、あるいはそれに先行して
西側諸国でも、国営・国有企業の非効率が問題になり、民営化の動きがほとんどの国で見られた（15）。
特に、西側諸国で最大の国有企業比率をもっていたイタリアでも、それに次いで高い国有企業比率を
持っていたイギリスでも、続々と国有企業の民営化が図られ、国有企業は解体されていった。チャン
ドラーによれば、本来、市場による調整よりも管理的調整の方が効率的なはずであるが、それではな
ぜ管理的調整によって運営されていた計画経済、国有企業の運営は行き詰ったのだろうか。これは、
筆者にとって長い間の疑問であった（言い換えれば、社会主義に明日はあるか、という問である）。
だが、企業の目標が抽象的な公共の利益といったものでは、短期的にはともかく、長期的には現実の
インセンティヴになりえず、非効率が蔓延したと考えられる。やはり長期的には、NPO（nonprofit
organization）ではなく、FPO（for　pro趾organization）（16）でなければ、経済システムの本当のイン
センティヴには成りえないということなのであろう。管理的調整を軸としている内部組織でも、根底
にはFPOとしての利益追求原則がなければ、長期的に効率的な組織の運営はできないということで
ある（17）。
　ただし、10年前には市場原理の機能しない国有企業は非効率の代名詞となっていたが、最近はやや
様相を異にしている。それは、アラブ諸国や、シンガポール、マレーシアなどのSWF（sovereign
wealth　fund）や、中国の国有企業の動きである。アラブ諸国などの政府系投資ファンドは、豊富な
資金を利用して世界の金融界、産業界に大きな影響を及ぼしている。また中国の国有企業はそのスケー
ルにものを言わせて、世界各地への輸出、また輸入、特に資源の買い付け、建設、金融などの分野で
力を発揮している。かつては、国有企業の非効率、無力化が言われていたが、様変わりのこうした動
きが一過性のもので終わるのか、あるいは、これまでの組織から市場への揺り戻しという流れに、長
期的にみて逆行する動きとなるのか、今後の動向が注視される（18）。
　以上を要約すれば、企業と市場の境界とは、中間組織（Nフォーム）の存在によって、曖昧にされ、
ぼか量されてきた。外的環境また企業の持つ内部資源によって、取引コストと組織化コスト（ネットワー
クを組織するコストを含む）の大小によって、市場や内部組織、あるいは中間組織が選択されてきた。
企業の歴史は、この数直線の上を行きつ戻りつしていることになろう。
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3．「消え行く手」vanishing　handについて
　筆者とほぼ同様の視点から、チャンドラー・モデルに新たな視点、用語を付け加えたリチャード・
ラングロアの見解を検討することにしたい。
　チャンドラーは、アダム・スミスの「見えざる手」を一捻りして「見える手」を自書の題名とした
が、ラングロアはさらに「消え行く手」vanishing　handという言葉を使い、チャンドラーモデルが、
あるいはチャンドラーが重視した特徴を持った企業（Chandlerian　firms）がもはや機能しなくなって
いることを論じている。本稿では、それに関する論文2点“The　vanishing　hand：the　changing
dynamics　of　industrial　capitalism”（2003）、“Chandler　in　a　Larger　Frame：Markets，　Transaction
Costs，　and　Organizational　Form　in　Historジ（2004）（19）を検討し、チャンドラー・モデルの限界と、
ポスト・チャンドラー・モデルへの燭光を見出したいと思う。
　ラングロアは、最初の論文で次のような指摘をしている。
　1980年代以降、垂直分解（vertical　disintegration＝vertical　unbundling，　vertical　specialization）
が顕著になり、これが「消え行く手」という現象を惹き起こしている。彼によれば、この過程は、チャ
ンドラーの「見える手」がアダム・スミスの分業過程（alarger　Smithian　process　of　the　division　of
Iabor）の一部であり、一時的なエピソード（a　temporary　episode）に過ぎなかったことを意味して
いる。しかし、チャンドラー・モデルを放棄するのではなく、再解釈することが必要であると主張す
る（この点は、筆者も同感である）。
　経済発展の現段階では、市場を通じた調整や専業化の力が増大し、垂直的に統合された生産段階
（チャンドラーの段階）における力と拮抗している。しかし、最初からチャンドラー段階を否定する
見解もあり、スクラントン、あるいはセイブル＆ザイトリンは、経営者革命の時代にも、専業による
生産システムが有力であったと主張している。真っ向からのチャンドラー的な解釈への挑戦であ
る（20）。しかし、一時的なエピソードではなく、一つの明確な段階として、また圭要な産業が統合さ
れた大規模企業によって管理されたことは否定しがたいように思われる。
　ここでの議論で重要な点は、スミスの分業についての理解である。「分業は市場の大きさによって
制約される」というスミスの有名な命題がある（21）。スミスの分業論は、一方にはピン製造の事例が
示すような組織内分業であり、他方には異なる企業間での社会的分業がある。市場の大きさとは、つ
まり各種の財への需要の大きさである。企業は、内部の分業を通じて規模を拡大するが、同時に社会
における分業も、種々の企業が産み出されることによって増大する。これは、19世紀前半のアメリカ
で実際に生じた専業化の過程である。
　しかしながら、この傾向は反転する。たしかに市場の拡大によって分業は組織内、組織間でも進展
するが、同時に19世紀後半のアメリカでは、企業が独自に、製造から販売、購買、研究開発など他の
機能（function）に進出し、統合過程を推し進める現象が発生した。さらに世紀末の第一次合併運動
期には、他社の水平的買収合併を通じて規模の増大が図られ、1920年代の第二次合併運動では、他職
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能企業を買収合併する垂直的合併が活発となった。そしてやはり1920年代には、他製品への進出、新
製品の創造という多角化への進展が始まり、大統合・多角化企業が誕生したのである。この過程は、
スミスの分業論が想定していた事態ではない。あくまでも、スミスの分業論は組織内（製造工程内）・
組織間の分業を考えていたが、企業が垂直統合に向かうといったことは想定していなかった。したがっ
て、ラングロアの言うように、チャンドラー的企業（Chandlerian　firms）がスミスの分業論の枠内に
おさまることはないのである。その点で、19世紀後半の垂直統合への動向に基づいて立論されたチャ
ンドラー・モデルは独自性を持っているということが言えよう。すなわち、スミス的過程の一部分な
どということはないのである。
　ただし、チャンドラーは1980年以降の変化を十分認識しえたとは言えない。たとえば、ラングロア
が指摘するように、「第二次大戦以降は特に、有形・無形の資本に対する重要な大規模投資は……新
興企業によって行われたのではなく、グローバルな規模で潜在的な新技術を開発・実用化するのに必
須の学習・組織能力を有する既存の企業によって主に行われたのである」との叙述は、ミスリーディ
ングである（22）。というのも、たしかに1980年代でまではチャンドラーの言うとおりであったが、
1980年代以降、マイクロソフト、インテル、アップルに代表されるように、まったくの新興企業によっ
て発展の重要な部分が担われたからである。
　ラングロアによれば、チャンドラーは、流行語となった「企業の専業化」（corporate
specialization）といった現象にも十分な注意を払わなかった。最大の雇用企業がチャンドラー的企業
の代表選手であったGMから、派遣会社であるマンパワー社（Manpower，　Inc．）に移ったこと、ジェッ
ト旅客機の最大の所有者が、航空会社ではなく、GEの航空機リース部門であることなどの変化を十
分分析したとは言えないとする（23）。
　もちろん、こうした専業化を軸とする動向は19世紀前半の専業化とは異なり、高い通量
（throughput）を特徴としており、当然異なるシステムである。またEMSにみられるような「ファ
ブレス・ファウンドリー」のビジネス・モデルも視野に入っていない。また筆者も、チャンドラー・
モデルにおいては、アメリカの重要なビジネス・モデルであるフランチャイズ・システムがまったく
分析されていないのも問題であると思う（24）。
　垂直統合の解体、専業化、ファブレス・ファウンドリーの勃興、こうした動向はPC製造に代表さ
れるモジュラー・システムの利用と結び付いている。またデルのような企業は、市場を通じて、緊密
に統合されたロジスティクス・システムを創りあげた。これは、19世紀末に食肉のスウィフト社がチャ
シトウニ的企業多才テによって達成した管理的調整と同種のものである（25）。
　ここでラングロアは、衝撃緩和（buffering）という用語をサイバネティクスから借用し、企業に
対する衝撃をいかに緩和するかが重要であるとする。現代では、中心的な流れはモジュラー性
（modularity）と市場のメカニズムによって、衝撃緩和の緊急度（urgency　of　buffering）は低下する
方向にむかっていて、もはやチャンドラー的企業が中心ではないとする（26）。
　ラングロアは最終的に、図2が示すような見取り図を提示する。「市場の厚み」（Thickness　of
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図2　「消え行く手」仮説
　　　　Visible　hand　　　　　　　　　　flrm－market　boundary
Vanishing　hand
　　　　　Thickness　of　markets，　Time
出所：Langlois，”Vanishing　Hand”，　p379
markets）とは、市場の大きさであり、スミスの「分業の程度は市場の大きさによって制約される」
という場合の市場と同じである。言い換えれば、需要の大きさである。この需要は、所得が増加し、
人口が増大し、経済がグローバル化することによってもたらされ、質的には市場の細分化が起こり、
それに対応する企業タイプが必要とされる。他方で、衝撃緩和の緊急度とは、企業が外部から受ける
衝撃（特に輸送コスト、コミュニケーション・コストなど）を克服するコスト、あるいは、「製品の
流れの不確実性を緩和しようとすること」（to　buffer　product－flow　uncertainty）である。そして前
者と時間を横軸に、後者を縦軸にとり、図2のように、「見えざる手」から「見える手」へ、そして「消
え行く手」へと移行していくというのである。図上の直線は、企業と市場を分ける境界線であり、そ
の線より上方にあれば企業、下方にあれば市場である。大統合企業を作り上げるためには、衝撃緩和
の緊急度が大きくなるので、曲線は上方へ移動する。だが、技術進歩による最小効率規模（minimum
efficient　scale）の低下やモジュラー・システムなどの要因により、緊急度（衝撃緩和コスト）は低
下し、小企業がハイテク産業などに参入しやすくなり、市場メカニズムに回帰する。この変化は、大
雑把に言えば1880年ごろと1990年ごろが分水嶺となる。
　以上のようなパラダイムを提示したラングロァは、結局、チャンドラー・モデルはスミス的過程の
「中間駅」（way－station）、「一時的エピソード」に過ぎないとする（27）。
　第2の論文でも概ね上記の議論を主張しているが、その論文では、Naomi　Lamoreaux，　Daniel　RafE，
Peter　Temin（以下では、LRTと略す）の共同論文に対する反論が中心である。ラングロアによれば、
LRTとラングロアは、事実に対する同じ認識、目的を持っているにもかかわらず、なぜこの変化が
起きたかの理由、それに関する理論的解釈に違いがあるとする（28）。
　LRTの主張するところでは、組織の発展は「こぶ構造パターン」（hump－shaped　pattern）になっ
ているとする。高度に分散的な（highly　decentralized）企業システムから、統合された（integrated）
それへ、再び分散的な（decentralized）システムへと、組織の発展は「こぶ構造パターン」をたどっ
た。この解釈は、ラングロアの図2に見られる解釈と同一である。だが、LRTには、状況認識の不
足と共に、組織変化の基礎理論が欠けており、それを新古典派の主流的組織理論（代表的著作として
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は、Milgrom　and　Robertsのテキスト（29））に基づいて論証しようとする点がラングロアと異なる（ラ
ングロアの解釈）（30）。
　この新古典派的組織理論に関しては、取引コスト論、エージェンシー理論、契約の束理論、所有権
理論、ホールドアップ論などがあるが、ここではウィリアムソンの垂直統合への考え方に触れておこ
う。
　ウィリアムソンは、垂直統合への誘因は通常は技術的・経営的理由（鉄鋼業の「熱経済」に見られ
る統合の経済、輸送コストの削減、中間利潤の獲得）から説明されるが、もし完備契約が可能であれ
ば、そうした理由がなくても垂直統合は進展するという。ただし、そうした完備契約は、機会主義、
情報の偏在などによって不可能であるに過ぎないとする。ウィリアムソン曰く、「技術的相互依存性
にもとついて垂直的統合を説明しようとするつぎのような議論は、もっともおなじみの議論であり、
またもっとも簡明な議論でもある。……技術的補完性は、おそらく、分離可能な部品の製造の場合よ
りも、連続処理型作業（化学、金属など）の場合のほうが重要であろう。標準的な例は、製鉄と製鋼
との統合であって、この場合には熱経済の利用が可能になるといわれている。……しかしながら、私
は、もし製銑工程と圧延工程とのあいだの複雑な条件つき請求権契約を作成し、その履行を強制する
ことが可能であるならば、この二つの活動を熱経済のために統合することは不必要なはずだと主張し
たい。そうした契約が禁止的なまでに高い費用を要することが、統合しようとする決定が行われる理
由なのである。」（31）。
　以前から、筆者はこの部分の説明には疑問を持っていた。素朴に、技術関係を基礎とし、その上で
取引コストの問題が出てくるのではなかろうか。たしかに、18世紀後半のイギリスのある製鉄所では、
製鉄所全体を所有する企業家が、高炉は自分で操業したが、錬鉄部門・圧延部門を他の企業家に貸し
出し、その企業家が錬鉄・圧延部門を経営していたという経営分離の事例があった。しかし、こうし
た事例は例外で、錬鉄から鋼に変わり始めると、熱経済の重要性の増大のために、このような事例は
見られなくなった（32）。したがって、このような契約や取引の視点からのみ、企業のシステムを見て
いくことには疑問が残る。垂直統合への誘因はやはり技術的・経営的な誘因が中心ではなかろうか。
　ラングロアの指摘で興味深いのは、大企業とは、価格理論（新古典派）では、産出物の大量生産で
あるが、コースの意味で大企業とは、多くの活動や生産段階を企業化すること（incorporating）とい
う指摘である（33）。
　すでに触れた点であるが、20世紀の市場は、所得上昇などにより市場細分化がおき、チャンドラー
的企業はそうした変化に対応する柔軟性（且exibility）を欠いているという批判はその通りであろう。
最後に、理解し難い点ではあるが、ラングロアは「チャンドラー革命は再び起こりうる」と述べる。
すなわち大統合企業が再び主流になる可能性である（34）。
　以上が、ラングロアの主張する要点である。
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4．結論
　以下では、鄙見を述べてまとめとしたい。
　中世的生産様式であった家内工業（domestic　production）に基づく問屋制（putting－out　system）は、
産業革命の勃興と共に解体し、「点」としての企業（Sフォーム）が出現した。この18世紀後半から
19世紀前半にかけての過程はまさにアダム・スミスが述べる「市場の大きさが分業の程度を制約する」
とする過程であり、企業の専業化の過程であった。しかし19世紀末から、規模の経済、統合の経済が
進展し、さらには範囲の経済が加わり、大統合多角化企業の優勢は、イノベーションを含み、生産・
流通などあらゆる面で圧倒的となった。しかし、第3次産業革命（エレクトロニクス革命）の中で、
パソコンに代表されるモジュラー生産方式、ファブレス・ファウンドリー、ダウンサイジング、アウ
トソーシング、フラットニングなどのビジネス・モデルが有力となり、かつまた研究開発でも中小企
業が不利という条件も少なからず減少した。また需要面では、市場細分化が進行し、ハイエンド市場、
ローエンド市場、ヴォリューム市場、ラグジュアリー市場などの市場細分化が生じた。
　ここで、ラングロアが逆の事例としてあげている時計市場について補足しておくと、1980年代エレ
クトロニクス革命の一端として、時計生産の世界でもディジタル化が進行し、クウォーッ時計が主流
となった。そこで勝者となったのは、集権的な所有と管理体制を有する革新的な日本企業であり、そ
れまで時計業界の覇者であったスイス時計業者は、19世紀的な分散的生産体制を採り続けていたため、
敗者となった。この現象が、脱統合化が進行し始めていた1980年代に起きたという逆現象である。し
かし、時代はさらに進む。2000年代には再びスイス時計業界が世界の覇者となった。それは、時計の
ブランド化がさらに進行したからである。個数ではたしかに日本企業は世界市場で優位である（約
60％、2003年）が、売上では、ブランドカを活かした、分散的経営スタイルを取るスイス企業が約
70％（2003年）を占めている。これは、一個あたりの単価が桁違いだからである。ローレックスなど
の数十万円という単位が、ブランドカを基礎にして（技術的にはアナログの機械式を使っている場合
もある）、時計市場の圧倒的部分を押さえたのである（35）。日本企業や他の諸国の一個当たり単価が数
万円にすぎないことを考えれば、時計市場におけるラグジュアリー市場の重要性が窺える。これも所
得の上昇を基盤としており、市場の復活と言える。
　だが、「こぶ構造パターン」、あるいは「消え行く手」論は、小企業ネットワークの存在を過大評価
しているのではなかろうか。たしかに、大統合企業よりも、大専業企業への流れが中心のように見え
る。しかし、重要な例外も存在する。たとえば、劇的な復活を遂げたGEは、ジェットエンジン、医
療機器、発電機、金融などの広範囲にわたる大多角化企業である。また韓国のサムスン、LG、現代、
インドのタタも大多角化企業（コングロマリット）への道を歩んでいる。世界のハイテク分野では、
ファミリー・ビジネスを挺子にして多くの国で、大多角化企業への道が普通である。また、サムスン
などは、液晶パネル、液晶テレビの生産を統合しており、この業界では統合することがきわめて重要
であると、ある専門家は主張する（36）。
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図3　安部の仮説
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時代（市場の深化）
　自動車業界でもたしかにラングロアが指摘するように、GMは部品事業部をデルファイ（Delphi）
という別会社にし、フォードもまたヴィスティオン（Visteon）という別会社にスピンオフした。だが、
世界の情勢を見れば、自動車の部品生産と組立の結合は同一会社という形態を取らないまでも、密接
な繋がりを持たなければならないという状況は変わっていない。藤本隆宏が主張するような「擦り合
わせ」と「モジュラー」との相違である（37）。パソコンではモジュラー生産が相応しい形態だが、自
動車生産では設計段階からの擦り合わせが不可欠である。またソニーなどの、ハードとソフト（映画
事業、音楽事業）の結合という戦略もある。金融業界でも、ドイツ流の総合金融業的な方向に向かっ
ているとも言える。商業銀行、投資銀行、保険、小売証券などの統合への動きが、バンク・オブ・ア
メリカなどの有力銀行では顕著である。また銀行業では規模の拡大は必須であり、ダウンサイジング
などは遠いかなたにある。またハイテクの最先端でも、グーグル、マイクロソフト、インテルなどは
技術・市場の変化に対応して、各種の製品分野に進出し、互いに競争している。
　このように考えていくと、大企業から小企業ネットワークへ、統合から脱統合へ、多角化から専業
へと単線化するのは現実の一面しか見ていないといってよく、大統合多角化企業と市場企業的性格を
持つ新興企業との併存というのが現実に近い状況ではなかろうか。その点で、ラングロアの図に即し
て言えば、曲線は右下方に下がってはいるが、まだ直線には達していず、なお世界は見える手の中に
あると言えよう（図3参照）（38）。
注
（1）　ここでチャンドラーの来歴を見ておこう。Alfred　Dupont　Chandler，　Juniorは1918年9月デラ
　　ウェァ州で生まれた。おそらくすぐにアルゼンチンのブエノスアイレスに移り、そこで初めの5
　　年間を過ごした。父親が有名なBaldwin　Locomotive　Worksの社員としてブエノスアイレスに赴
　　任していたからである。もともと、チャンドラー家は、デラウェアとマサチューセッッにルーツ
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をもつ裕福な家系であった。父方の曾祖父には、19世紀の鉄道業調査で有名なHenry　Varnum
Poorがいる。彼の名前は、今日でも有力格付け会社であるStandard　and　Poorにその痕跡をと
どめている。
　父親の転勤に伴って、1923年フィラデルフィアに移り、1929年にはウィルミントンに移った。
ウィルミントンにはデュポン本社がある。通常思われているのとは異なり、たしかにチャンドラー
のミドルネームはデュポンだが、デュポンー族との血縁関係はない。ただし、母方の曾祖母が両
親を亡くし、デュポン社の有力者であったAlfred　Dupontに引き取られ、それ以後、実質的にデュ
ポンー族の扱いを受けてきた。したがってデュポン家・デュポン社との関係は密接であり、母方
の祖父は、デュポン社のエンジニアリング部の部長であった。1933年、チャンドラーは、進学校
として当時も現在も有名なPhillips　Exeter　Academy（ニュージャージー）に入学した。この高
校は、いわゆるThe　Tens　Schoolsとして著名な高校の一つである。1936年、　Harvard　College
に入学したチャンドラーは、卒業論文として186頁にも及ぶ“The［Gubernatoria1］Campaign　of
1876in　South　Carolina”を書いた。ちなみに、同期のクラスには、後の大統領John　F．　Kennedy
がいた。1940年にハーヴァードを卒業したチャンドラーは海軍に入り、主に航空写真の分析業務
に従事した。1945年、海軍を退官したチャンドラーは以前の南部史の研究を継続すべく、
University　of　North　Carolinaの修士課程に入り、南部史の研究をまとめた。しかし、ここで方
向転換を図ったチャンドラーは、ハーヴァード大学に戻り、博士課程の学生として、経営史の研
究論文といえる曾祖父のプーアについての論文を執筆した。
　1950年、MITに職を得たチャンドラーは、1962年には、代表作の一つとなるStrategy　and
Structureを上梓した。これはおそらく、経営学の分野で本格的に戦略を取り上げた最初の著作
である。アンゾフの有名な『企業戦略論』も1965年の出版である。このことはあまり知られてい
ないが、戦略という言葉を用いた本を執筆した理由は、1954年にチャンドラーがニューポートの
海軍大学（Naval　War　College）で「国家戦略の基礎」（the　basis　of　national　strategy）を講義し
たことに起因している。もう一人の講師が軍の戦略を、チャンドラーが企業の戦略をそれぞれ執
筆して出版する計画であったが、企業の戦略のみが上記著作として出版され、経営史の世界のみ
ならず、経営学界にも大きな影響を持ったのである（Rodrigues，“Strategy　and　Structure
Redux”）。
　1963年、チャンドラーはJohns　Hopkins大学に移り、さらに1971年にはHarvard　Business
Schoolに移った。これ以降、チャンドラーは大著を次々と物し、経営史・経営学の世界でその
地位を確立していった。1977年にはThe　Visible　Hand、1990年にはScale　and　ScoPeを発表し、
前著はアメリカの経営発展の分析に留まっていたが、後著ではアメリカに加えてイギリス、ドイ
ツの分析へと本格的な国際比較へと乗り出した。「経営発展についてのチャンドラー・モデル」
として、一世を風靡した時代である。その後、80歳を超えても、2001年にfnventing　the
Electronic　Century、2005年にShaping　the　lndustrial　Centuryを発表したが、内外のチャンドラー
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　　批判の影響もあってか、評判は必ずしも高くはない。2007年5月に88歳で死去。（McCraw，“Alfred
　　Chandler”、米川『経営史学』121頁、　Whittington、“Chandler”．）。
（2）　この批判については、安部の一連の論稿を参照。「ポストチャンドラーを考える」「チャンドラー
　　モデルと日本型企業システム」「チャンドラー・モデルの行く末」。また、ポーターに対しても、
　　「リソース・ベイスト・ヴュー」からの批判もある。バーニー『企業戦略論』、ミンッバーグ『戦
　　略サファリ』、沼上『経営戦略の思考法』参照。
（3）　サクセニアン『現代の二都物語』参照。
（4）　コース『企業・市場・法』特に、「第2章　企業の本質」参照。元の論文は、“The　Nature　of
　　the　Firm”，　Economica，　n．s．　4，　November，1937，　pp．386－405である。
（5）McCraw，“Alfred　Chandler”，　Rodrigues，“Strategy　and　Structure　Redux”．米川『経営史学』参照。
（6）安部「チャンドラーモデルと日本型企業システム」「チャンドラー・モデルの行く末」「チャン
　　ドラー理論の意義と問題点」「ポスト・チャンドラー・モデルを考える」。
（7）　今井・伊丹「内部組織と市場」136－137頁。「『市場』あるいは『組織』という言葉は、資源配
　　分に関する議論で二重に登場する。……『市場』と『組織』という二つの言葉は、取引の起きる
　　『場』を示す言葉として使われるだけではなく、そういった『場』で典型的にみられる取引の『原
　　理』あるいは資源配分の『メカニズム』を示す言葉としても使われる。『市場原理』という言葉
　　をみればその使い方は一目瞭然であろう」。
（8）取引所の意義に関しては、安部「第1章　イギリス企業の戦略と組織」参照。
（9）特に、市場関連がある場合は訴追される危険性があった。逆に、市場関連がない場合は、コン
　　グロマリットとして、持株会社の設立は容易であった。
（10）　安部「近代企業の成立とその特質」。持株会社については、下谷『持株会社と日本経済』参照。
　　また塩見は、筆者のルースとタイトではなく、ソフトとハードという言葉を用いている。内容は、
　　同一と思われる。「『ソフトな持株会社』と『ハードな持株会社』」（塩見「チャンドラー・モデル
　　と調整様式」22頁）。
（11）藤本ほか『サプライヤー』参照。
（12）今井は次のように述べる。「市場と組織という二分法をこえて、市場と組織の中間にある中間
　　組織をも含みうるような三分法に拡張する必要がある。……日本の企業行動や産業組織を分析す
　　る場合には、この中間組織がきわめて重要となるので、中間組織をはっきりと明示し、三分法の
　　枠組みをとった方がよいというのが我々の立場である」（今井「市場と組織の選択理論」60－61頁。
　　さらに今井は、「中間組織」という言葉は三分法には馴染まないとして、もっと積極的に三分法
　　を提示するものとして中間組織に代えて、ネットワークという言葉を使用するようにしたという
　　（一橋大学における1987年ごろの経営史学会関東部会での発言）。また、宮沢は、次のように述べ
　　ている。「市場と組織との中間の形態という見方とも違って、市場と組織体をつなぎ連結する第
　　三のシステムがいま生まれている。中間組織というよりは、『連鎖型組織』が誕生した。これがネッ
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トワークです」（宮沢『業際化と情報化』58頁）。なお、宮沢はまたネットワークの推進原理とし
て、「連結の経済性」を主張している。「かつて工業化社会における効率追求は分業と規模の経済
性にあったわけですが、情報ネットワーク社会への移行は、その姿を変えます。象徴的に言えば、
『分業』から「統合』による効率化へのシフトであり、また『規模の経済性』から『範囲の経済性』、
さらには『連結の経済性』への移行です」（宮沢、同書、53頁）。塩見はこの連結の経済を強調し、
「管理的調整」における経済性として、規模の経済、範囲の経済、速度の経済をあげ、「ネットワー
ク的調整」には「連結の経済」を主要なものとしてあげている（塩見「チャンドラー・モデルと
調整様式」16、25、30頁）。基本的に筆者も同感であるが、「連結の経済」economy　of
networkingではなく、「伸縮の経済」economy　of　flexibilityという用語もある。
（13）
（14）
（15）
（16）
マーシャル『経済学原理』の分業論の各章参照。Zeitlin，“lndustrial　Districts”．
Charldler，“Competitive　Performance”；Langlois，“Larger　Frame”，　p．355．
ヤーギン＆スタニスロー『市場対国家』、Hannah，“Failed　Experiment”参照。
これは普通の表現なのであろうが、このfor　profit　organizationあるいはfor　profit　firmとい
　　う表現を、筆者はチャンドラーから学んだ。チャンドラーは、このFPOが発展の主要な用具であっ
　　たと主張する。Chandler，“Organizational　Capabilities”，　p．79．
（17）計画経済と大企業内部の調整に関して、今井は次のように述べる。「大企業の内部の資源配分
　　の計画メカニズムも、計画経済体制下の国民経済の計画メカニズムも、組織目標の相違を除けば
　　本格的な差はないと考えられる」今井「問題意識と問題領域」19頁（傍点、引用者）。このように、
　　今井は計画経済と大企業内部における調整について、類似性を見出すが、筆者はむしろ個々の企
　　業の組織目標と全体的な剰余の創出といった組織目標の相違には、根本的な差違が存在すると思
　　う。資本主義経済においては、アダム・スミスの説くように、個々の利益極大化を通じて、全体
　　利益の拡大がもたらされるが、計画経済では、計画による調整を通じて全体利益拡大を目指す。
　　だが、個々の主体のインセンティヴ不足により、それが達成されないのである。したがって
　　FPOか、NPOかという組織目標の相違が決定的に重要であろう。またもう一つの相違点としては、
　　不確実性に対する対処がある。計画経済においては、大きな不確実性は存在しないと想定されて
　　いるが、資本主義的大企業では、不確実性への対処が主要な課題となっている。沼上によれば、
　　「不確実性が高い世界への適応は1回きりの計画策定では対処できない。……不確実性の時代に
　　は、変化を続ける環境を分析し、次々と新たに分かってくることを取り込んで、長期の計画をそ
　　の都度画き直していく必要がある。……単なる計画ではなく、戦略的な計画が必要であったのは、
　　まさにこのような状況に直面している『資本主義的な経済体制の下における大規模企業』であっ
　　た」（沼上『思考法』14頁、2回目の傍点は引用者）。
（18）
（19）
（20）
ブレマー『自由市場の終焉』、安部「資本主義はどこへ向うのか」参照。
上記の2論文以外にも、『企業制度の理論』が訳されている。
Langlois，“Larger　Frame”，　p．355；“Vanishing　Hand”，353；Zeitlin，“lndustrial　Districts”．
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（22）
（23）
（24）
（25）
（26）
（27）
（28）
（29）
（30）
（21）スミスの言葉を正確に述べると、「分業の力は交換によって生まれるものなので、分業の程度
　　も交換の力の強さによって、言い換えれば市場の大きさによって制約される」『国富論』上、20頁。
　　Lallglois，“Vanishing　Hand”，366．　Chandler，“Engines　of　Economic　Growth”，　p．64．
　　Langlois，“Vanishing　Hand”，　p．372．
　　安部「イギリス消費社会」。ディッキー『フランチャイジング』11－13頁。
　　Langlois，“Vanishing　Hand”，　pp．365，375－376．
（32）
（33）
（34）
（35）
（36）
（37）
（38）
Ibid．
Ibid。，　pp．377，379．
Langlois，“Larger　Frame”，　pp．355－357．
ミルグロム＆ロバーッ『組織の経済学』参照。
Langlois，“Larger　Frame”，　pp．357－358．ラングロアは、ウィリアムソンの取引コストに対照さ
　　せて、dynamic　costsという言葉を使っているが、中身は不明である。　Langlois，“Vanishing
　　Hand”，　p．353．
（31）　ウィリアムソン『市場と企業組織』141頁。なお、経済学においては、統合と企業の境界に関
　　して、種々の検討をしており膨大な文献がある。例えば、Lanfontaine　and　Slade，‘‘Vertical
　　Integration　and　Firm　Boundaries”（pp．677－678）では、①企業を生産関数として見る新古典派で
　　は、統合は、（垂直統合の経済を含む）規摸や範囲の経済という技術条件によって動機づけられる。
　　しかし、これはインセンティヴに基づいた動機アプローチとはあまり関係がない。②取引コスト
　　に基づくマネジメントアプローチは、組織能力や組織資源に結局依存している。③“relational
　contracts”や“self－enforcing　contacts”に基づく“dynamic　models”はスポット取引に対する繰り
　　返しゲームとしてモデル化される。この分野は大いに研究の余地がある。④結局、モラルハザー
　　ドモデル（ラフォンテイン＆スレイド）、取引コストモデル（ウィリアムソン）、所有権モデル（オ
　　リバー・ハート）、市場パワーモデル（所有と経営の分離論）に分けることができる。以上のよ
　　うに整理されているが、なお今後の検討が必要である。
　　安部『大英帝国の産業覇権』「第1章　第1節　製鉄王クローシェイの勃興」参照。
　　Langlois，“Larger　Frame”，　p．368．
　　Ibid．，　p．372．
Langlois，“Vanishing　Hand”，　p．353．武石・金山・水野「セイコーエプソン」151－152頁。
半導体業界コンサルタントの知人からの情報による。
藤本ほか『ビジネス・アーキテクチャー』参照。
塩見の結論「本稿の4つの調整様式、すなわち市場的調整、カルテル的調整、管理的調整、ネッ
トワーク的調整のうち、今日のビジネスモデルでは、ネットワーク的調整が重視されるようになっ
た。……この点で、1990年代の経営史はチャンドラーの組織能力ばかりでなく新しい組織間能力
が重視されるようになり、『規模の経済』と『範囲の経済』に『連結の経済』が加重される新局
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面を迎えたことになるだろう」（塩見「チャンドラー・モデルと調整様式」25頁、強調点は塩見）。
筆者も、新しい経営能力が必要とされていることには、同感である。但しそれは、技術の高度化
と市場の細分化に対応した戦略能力と、ネットワーク形成能力（組織間能力）とであろう。
参考文献
安部悦生「資本主義はどこへ向かうのか」『エコノミスト』臨時増刊10／8号、2012年10月。
安部悦生「関説　チャンドラー・モデルと日本型企業システム」橘川武郎・久保文克編『グローバル
　　化と日本型企業システムの変容、1985～2008』ミネルヴァ書房、2010、279－292頁。
安部悦生「国際競争とチャンドラー・モデルーチャンドラーは国際競争をどのように見ていたか」
　　湯沢威・鈴木恒夫・橘川武郎・佐々木聡編『国際競争力の経営史』有斐閣、2009、15－33頁。
安部悦生「チャンドラー・モデルの行く末」『経営史学』44巻3号、2009年12月。
安部悦生「進化の概念と経営史」橘川武郎・島田昌和編『進化の経営史一人と組織のフレキシビリ
　　ティ』有斐閣、2008、13－39頁。
安部悦生「第二次大戦後のイギリス消費社会の動向」『明治大学社会科学研究所紀要』46巻1号、
　　2007年10月、32－66頁。
安部悦生「ポスト・チャンドラー・モデルを考える。一市場・技術・戦略・組織の相関」『経営戦
　　略研究』5号、2007年3月29－51頁。
安部悦生「1980年代～現在に見る経営理論の成功と失敗」矢沢サイエンスオフィス経済班編『経営学
　　のすべてがわかる本』学習研究社、2004
安部悦生「経営史におけるチャンドラー理論の意義と問題点一チャンドラー・モデルはアウト・オ
　　ブ・デイトか？」『経営論集』51巻3号、2004年3月。
安部悦生・壽永欣三郎・山ロー臣『ケースブック　アメリカ経営史』有斐閣、2002
安部悦生『経営史』日経文庫、2002（特に、「終章　大企業時代の終焉？　ベンチャーネットワーク
　　の登場」）
安部悦生「第1章イギリス企業の戦略と組織」（特に第3節　戦略と管理組織）安部悦生・岡山礼子・
　　岩内亮一・湯沢威『イギリス企業経営の歴史的展開』勤草書房、1997
安部悦生「チャンドラー・モデルと森川英正氏の経営者企業論」『経営史学』28巻4号、1994
安部悦生『大英帝国の産業覇権一イギリス鉄鋼企業興亡史』有斐閣、1993
安部悦生「イギリスにおける近代企業の成立とその特質一チャンドラーの所説を中心として」『明
　　治大学社会科学研究所紀要』25巻1号、1987
アンゾフ、HJ．（広田寿亮訳）『企業戦略論』産業能率短期大学出版部、1969
今井賢一「第1章　問題意識と問題領域」今井賢一他『内部組織の経済学』1982
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